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Abstract 

The objective of this paper is to make c1ear the fundaｭ

menta1 situations of museum in Japan from the viewpoints of 

operations and faci1ities. 

The contents of this paper are as fo11ows. 

1. Introduction. 2. Out1ine of the investigations. 

3. Ownership , first year of operation and 1ocation. 
4. Service time. 5. Sca1e of the f100r area. 

6. Number of staff. 

7. Eva1uation of the present conditions with the Standｭ

ard Codes. 

8. Contents of the staff duties. 9. Conc1usion. 

日本語対訳 5 施設規模・面積構成 6. 職員構成

本報告は，我が国における博物館の還営・施設の基礎的 7. 現状の公的基準との照合

現状を明らかにすることを目的としている。本報告の目 8. 業務実施状況 9 まとめ

次は以下の如くである。

1. はじめに 2. 調査の概要 3 経営主体・

開館年および立地 4 開館状況
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我が国博物館の運営・施設の基礎的現状分析(野村・池田・柳沼)

1. はじめに に考察するための既存統計資料も，実状を適切に表わし

現在，我が国では，多種多様の博物館が各地に建設さ ていない面が多く1)，博物館の管理・運営上，建築計

れ，量的には急速に充実しつつある。しかし，博物館の 画・設計上，有効な資料となり得ていない。一方，これ

目的や社会教育における位置づけなどは非常に不明確で に代わるべき建築計画的な統計資料は皆無といってよい。

あり，それらを明確にした上で，博物館機能の拡大やサ 以上の様な現状をふまえ，本研究では，既存博物館の実

ーピス内容の充実，博物館相互の連携促進など，活動の 態を把握することにより，博物館運営上・建築計画上有

質的な問題を問い直すべき時期に来ている。事実，新た 効な基礎的資料を得ると共に，博物館の将来の在り方を

な展示手法の開発や，研究・教育普及活動など，質的な 検討することを目的としている 2 )。なお，本研究の具

向上を模索している館も少なくないが，予算・人員等の 体的な特色は以下の如くである。

問題と共に，建築計画的な面でも，博物館運営の実際や(I) 既存資料が博物館運営上や建築計画上有効な資料と

その在り方に対する理解が十分でないことが，活動の障 なり得ないため，これに代わる有効な資料を新たに創

害となっている例も多L、。また，これらの問題を客観的 り出すこと 3) 0 

(表ー 1 ) 経営主体別館数と比率〔調査 I による)
く図ー 1> 開館年別開館数比率

経営主体 館数 比率

国 立 15 (館〕 2.0 (%) 

公立
都道府県立 85 11. 3 
市区町村立 374 49.9 

寸'"ー- 校 立※ l 22 2.9 

財団・社団法人立※ 2 131 17.5 

私立
宗教法人立 61 8.1 

{閏 人 立 20 2.7 

会 ネ土 立※ Z 42 5.6 

註 750 (館〕 100.0 (96) 

※ 1 国立大学付属博物館は学校立I'L含む。
※ 2 企業が速営する博物館は財団・社団法人立又は会社立 K 含む。

(表ー 2 ) 開館年・経営主体館数(調査 I による〕

~一一主竺主体 国立 都道府県虫 市区町村立 学校立 財団法人立陣教法人立 個人立

-1945年< 1 剃〉 5 1 12 6 10 14 
1946-1965年<Jl知J> 5 23 71 9 40 17 6 
1966-1970年く川 JUJ> 1 17 67 4 22 14 4 
1971-1975年< IV JVJ > 1 22 104 2 25 6 4 
1976-1981年 <V 期〉 3 21 115 1 32 H 5 

言 t 15 84 369 22 129 59 19 

(表- 3 ) 立地都市規模別館数と比率(調査 I による)

立地都市規模 (昭和 50年度国勢調査K よる) 館数

大都市凶 札脱.)j'，浜，中尽，尽阪神，北九州・福同，仙台，広島
275 (館)

及びその同辺地域
中者1\ 市 大都市凶以外の 10- 50万人都市 146 
小都市 大都市岡以外の 3-10万人都市 111 
極小者1\ 市 大都市国以外の 3万人未満の市町村 218 

言十 750 (釦)

く図ー 2> 立地都市規模と開館年の関係(調査 I による)

閉鎖年 一一一一一一一
-1945年< 1 JVJ>匿盤謹謹壁極圏

1946-1965~1~ < II J凶>臣童霊霊E盟三
1966-1970年 <mJPJ\同盟問帯=

1971-1975~1'< IV JUJ 
Hi76-19BHI三く VWJ
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(調査 I による〉

会主l 立 自t

2 50 
10 181 
10 139 
10 174 
9 194 

41 738 (昨!)

比率

36.7 (;0) 

19.5 
14.8 
29.1 

100. 0 (;0) 
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(n) 建築の面からのみでなく，その基になる管理・運営 大都市圏立地館であったが，その後皿期までは極小都市

も含めた多角的な視野で博物館をとらえること。 立地館の比率が増加し，大都市圏立地館の比率が減少す

(田 博物館を社会教育施設の一環としてもとらえ，それ る傾向がみられる。なお N期以降は，この傾向が逆転

に即した博物館運営ならびに建築計画の在り方を考察 する兆しがみられる。

すること。

(防施設側からのみでなく，利用者側からも博物館活動 4. 博物館の開館状況

とその在り方について考察すること。 年間開館日数は<図 -3>の如くで，国立・公立 1 1)

(功 継続的な実態把握と分析を行なうことにより，今後 では250 日 ~350 日未満が多い。その他は経営主体によ

とも考察を深めてゆくこと。 り差異があるが，私立では 350 日以上の館もかなり多L 、。

なお，本報告では，これら一連の研究の第一報として， 休館日は<図-4>の如くで，月曜日に集中しており，

我が国の博物館に関する運営と施設の基本的な状況，す 一般に国立・公立・財団法人立でその傾向が強い。一方，

なわち，博物館の経営主体，開館年，立地，開館状況， 日曜・祝祭日休館は学校立などに多L、。休館日の決定経

施設規模，面積構成，職員構成，諸業務の実施状、況につ 緯は<図ー 5>の如くで，既存の博物館ぞ他施設(図書

いて報告する。また，次報以下で，博物館の類型化 4) , 館・公民館等)の前例にならったものや，経営主体の休

利用状況，展示・教育普及事業の状況，資料の収蔵・保 業日に合わせたもの(学校立・会社立等)が多く，利用ご

管状況，研究活動等についての実態を示すとともに，建 者の要求を第一に考慮した結果とは言えない面もある。

築計画的な分析・考察の結果を報告する予定である。 一般的な開館時間帯は(表- 4 )の如くで， 19 時代

開館」で 116 ・ 17 時代閉館j の館が約 6. 5 割を占めて

2. 調査の概要 いる。開館時間帯の決定経緯はく図-6>の如くで，休

全国の 1574館 5 )を対象として， 1982年 10 月に，施 館日の決定経緯と類似の傾向がみられる。

設状況・運営状況・利用状況 6 )に関する郵送質問票調査 夜間開館 12) を行なっている館はわずか 2 必( 14 館)

(以下，調査 I とする〕を実施し，有効回答750館(回 で，ほとんどが私立である。このうち，常時夜間開館を

収率 47.6必)を得た。さらに， 1983年1 1 月に上記回収 行なっている館は 5 館のみで，その他は特定限日や特定

館に対し，資料状況・利用状況・業務実施状況等 7 )の詳 季節のみなどの夜間開館である。夜間開館の問題は，近

細な把握を目的とした調査(以下，調査 H とする)を実 年積極的に論議されているが，利用者の夜間開館に対す

施し，有効回答 577館(回収率 76.9% )を得た 8 )。 る真の要望の把屋，予算・入手・資料保全等に対する具

3. 博物館の経営主体・開館年及び立地

調査票回収館の経営主体は(表 1 )の如くで，市区

町村立の館が約半数を占め，次いで財団・社団法人立

(以下，財団法人立と略す)が多く，国立・学校立・個

人立などは少ない。

体的対応策など，十分な検討が必要であろう】

5. 博物館の施設規模・面積構成

5 -1 延床面積

各館の延床面積は，小は30dから，大は 20000d以

上まで広く分布しているが，く図一 7>の如く ， 500 1l{

開館年は<図ー 1>の如くで，近年，我が国の博物館 未満の館が 4 割弱を占め， 20uod未満の館は約 8 割に

数は急増しており， 1971~1981 年の 11年間に開館し 達している。経営主体・開館年・立地都市規模との関係

た館数は，それ以前の数十年間に開館した館数にほぼ匹 はく図 8>の如くで，国立・都道府県立では 200ud

敵する。開館年を(表ー 2 )の如く 5 つに区分し 9)経 以上の大規模な館が多く，個人立・宗教法人立では500

営主体との関係、をみると，市区町村立が急増しており d未満の小規模な館が多L、。開館年別には期から皿

都道府県立・財団法人立の増加も著しい。一方，国立・ 期までは延床面積が漸減するが 13) ， N期以降は逆に漸

学校立・宗教法人立・個人立などの増加は少ない。 増の傾向にある。立地都市規模別には，大都市圏・中都

館が立地している都市を人口規模により(表- 3 )の 市に大規模な館が多く，小都市ほど小規模な館が多い傾

如く 4 つに区分し 10) それぞれに立地している館数を 向がある。

みると，日本の総人口の約 5.5 割が集中している大都市 5 -2 用途別面積構成

圏に 4 割弱の館が立地している。立地都市規模と開館年 各用途別面積の定義は(表一 5 )の如くである。また，

の関係、をみるとく図 2>の如くで期には過半数が 各用途別面積と延床面積の関係はく図 -9>の如くで，
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各用途別面積比 14) と開館年・延床面積の関

係、はく図 10>の如くである。以下，各用途

別に述べる。

①展示面積:延床面積と強い相関がみられ，

ほぼ全館に展示部分がある。展示面積比は巾

広く分布しているが， 20 %未満の館は極めて

少ない。開館年別にみると，戦後は n~皿期

と展示面積比が漸増する。しかし， N期以降

は逆に展示面積比が漸減し，代わりに，収蔵

保管，教育普及，調査研究等の面積比が漸増

する傾向がみられる。また，一般に延床面積

の大きな館ほど展示面積比が低いが，小規模

な館には展示面積比が80%以上の館も多く，

展示以外の活動が十分に行なえない館も多い

と思われる。

@収蔵保管面積:延床面積と比較的相関が

みられる。しかし，収蔵保管函積 0 1Tfの館が

1 割強もあり，これらの館では博物館機能の

一つである保管の機能を果しうる状況にない

といえる 15) 。なお，収蔵保管面積比が20%

未満の館は約 8 割もあり，全館の平均収蔵保

管面積比は 1 3. 6 係で，一般に極めて不足状

態にある。開館年別では期に比べn'III

期は収蔵保管面積比がやや漸減するが N期

以降は逆に漸増する傾向がみられる。また，

延床面積の小さな館ほど収蔵保管面積 0 1Tfの

館が増加する。

③教育普及面積: 0 1Tfの館が約半数以上を

占めており，延床面積2000 1Tf以上の館です

ら，その約 2.5 '，l1IJ は odの館である。このこ

とは，多くの博物館が社会教育施設としての

役割を十分果たしうる状況にないことを示し

ている。なお，教育普及面積比が 10 必未満の

館は 9 割弱にも及ぶ。開館年別，延床面積別

我が国博物館の運営・施設の基礎的現状分析(野村・池田・柳沼)

年間開館数と経営主体の関係(調査 I による)

凡例
年問開飽日数
口 15町0叩日朱柑濡白叫館
目 15叩0山0叩0 日M白館
自 20叩0山50 日M白館
図 250印0_300日の館
自3削0加0_3制5日o 日 c 館
醐 35叩町0叩日以批上 D叫館

①全体の集計 l 間ぺ川・・~ヨ鍔醐
~経営主体との関係
国立
都道府県立
i\i 区町村立
学校立
財団社1'1\ Ir..人立
宗教法人立
個人立
会社立

<図 -3>

曜日別休館日率(調査 I による)

H 脳 H Iド t副

火 11" 11 1水量a
7)く 出I 日 f十三如

水 Iló: 日休晶j
盆 11;'日休卸

土地， ,1 1ト制

日 Ud1日 4ド鮒

祝祭 H 休館
j)( ~，そ日の H 日休軒i

t 

<図 -4>

lOO~ 

<閃ー 5> 休館日の決定経緯(調査 I による〕

(I)此存の博物曲の前例K 念らった þo圃圃圃圃圃圃圃圃圃

叩既存の他施設〈凶 .Jf 飢・公民釦等}の前例 K 左らった. '"幽園田
(3/肺官士主体の勤務時間帯 K あわせた þoーーーーー・圃
匂j 杭の動務時間帯 K あわせた. 恒圃圃圃

叩その制 』・ー・

ち

50 

計
一
」
川
市
市
一

5

一
四

<関ー 6> 開館時間帯の決定経緯(調査 I による)

OJt祉与の同物釦の嗣秒'Ji'Cならったt--・E・-圃圃圃圃・
~J I比{jの抽t;，，，，(凶喜朗・公民卸等}の前桝 K 攻らった.1"園田園圃圃

印粁甘え悼の体長 tl i'Cあわぜた. ド・圃圃圃・
(<!J -r目的 r---

開・閉館時刻別館数(調査 I による)

開館時刻
15 時代 I 16 時代 I 17 時代 I 18時代以降

宅十一三3←トーヰ
3す十一活 31 

(表- 4 ) 

----------す寸市 lU( 前
厄時代

9 ~乞...ß.
10 時イt

11 時広斗』主
~t 

開
館
時
刻

く図ー 7>
コ.'"宣E

1旦.O...!!l::主畳
100_ 200m' 
200_ 300m' 

300_ ‘OOm 
400_ 500川
500_ 600胃?
600_ 700m' 
700_ 600m' 
1l00_ 900m' 
900_1000m' 

1000_1200111 

If~~~~~.三ご: コ~
1400_1600m' . 
1600_11500附.

11100_ 2000附.

2000_ 3000rrt • 
3"õõõ::-主面否両
4000_ 5000m' 
布商工百而百五干

旦旦2旦Aよ
占

』

50衛

延床面積別館数比率(調査 I による)
百官官軍

各用途別面積の定義
Ql 湿布市!積 常設島長刀ミ室，特月IJ lJf 7G室，貸ギ」γ ラリ , ~!f 

白面積

ω収蔵保管面積 収蔵室，保管室，倉山， <んじよう室，制包

室，修理工作室，準備室，等の dn 胎
。教育普及而絹 講堂，集会室，学習室，実習室"吠写室，オ

リエンテージョン・ルーム，等の面 lli
ω 調査研究而杭 学芸員室，研究室， [~書室，資料室，写真Ikl

影室，等白面 fJí
@管理面積 事務室，会議室，応 j~ 室，古l:長室， 1目前 ~L

売札室，管備員室，等白 1.1 相
信)そ白他間続 機械室，売店，食堂，喫茶室，休憩室， I史所，

ロビー，その他の共有部分，等の出獄

7 ー

(表ー 5 ) 
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にみた教育普及面積比の傾向は収蔵保管面積比の場合に 員数，延床面積は相互に強い相関がみられるため，本研

類似しているが，より顕著である。 究では，今後，館の規模を表わす指標として，これらの

④調査研究面積 :onfの館が約半数を占めており，博いずれか一つ，あるいは復数を用いることにする 21) 。

物館活動の質的向上に必要不可欠な調査研究活動を十分 なお，学芸職員数と開館年・立地都市規模との関係、は，

に行なえない館が多いことがうかがえる。なお，調査研前述した延床面積とそれらとの関係、と傾向がほぼ同様で

究面積比が10 %未満の館は 9 割強にも及ぶ。開館年別， ある。

延床面積別にみた調査研究面積比の傾向は，教育普及面 ③事務職員・技術職員・その他の職員 22) これらの

積比の場合とほぼ同様である。 職員の任務は円滑な博物館の運営・維持や，学芸職員が

⑤管理面積 :077fの館は約 2 割で，大半の館に管理部行なう活動の補助等々であるが，専任者が不在の館は事

分がある。また，管理面積比が 10必未満の館は約 8 割に 務職員で約 4 割，技術職員で約 8.5 害U，その他の職員で

及ぶ。なお，延床面積が小さくなるほど管理面積 onfの約 7 割もあり，それぞれの業務を十分果たしうる状況に

館が多くなるが，開館年別の際だった傾向はみられない。はないことがうかがえる。

⑥その他面積:延床面積と相関がみられる。その他面

積 onfの館は約 2.5 割であり，その他国積比が20%未満 Z 延床面積・学芸職員数に関する公的基準との

の館は約 5.5 割 20~40 必の館は約 3 割である。また，

延床面積が大きい館ほどその他面積比が大きくなる傾向

があるが 16) ，開館年別の際だった傾向はみられない。

6. 博物館の職員構成

昭会
内凶】

「公立博物館の設置及び運営に関する基準J (以下，

「基準」と略す)は，博物館法に基づき，公立博物館の

設置及び運営上の望ましい基準を定め，博物館の健全な

発達に資することを目的としており，全国的な公的基準

6 - 1 総職員数 としては唯一のものである。このうち，延床面積と学芸

館別にみた総専任職員数 1 7) (以下，総職員数と略す)職員数に関するものは(表- 6 )の如〈である。この

は<図ー 11>の如くである。総職員数が 50 人を超える 「基準」には，多少の問題点もあるが 23) .将来の目標

館がある一方で，専任職員が全く不在の館が約 2.5 割も 値を一応示したものと恩われる。以下，この「基準」に

あり，約半数の館は総職員数が 2 人以下である。兼任職基づいて現状を考察する。

員 18) も含めると，この状況は多少緩和されるが 1 9) 延床面積・学芸職員数の両者とも「基準」を満たして

後述するように，総じて活発な博物館活動を行なうには いる公立博物館は表 7 )の如く，ほとんどない。

不十分な館が多いといえる。また，総職員数は延床面積 このうち，延床面積は年々やや改善されつつあるが 24) , 

と強い相関がみられる。 学芸職員数の改善は極めて不十分な状況である。公立博

6 - 2 職種別職員数 物館は館数も多<，社会教育上も重要な位置にあり，今

各職種別の職員数出<図ー 12> の如くで，各職種と 後の画期的な改善が望まれる。また，私立博物館に市区

も専任者不在の館が非常に多く，極めて不十分な状況に 町村立の「基準」を当てはめてみても 1基準J を満た

ある。以下，各職種目Ijに述べる。 す館はほとんどなく，公立の場合と同様，現状が不十分

①館長:館長の任務は，博物館の職員や業務の統括， であることを示している。

および館を代表しての対外活動等であるが，<図 13> 

の如く，専任の館長がL 、る館は 4 割にすぎず，約半数の 8. 博物館業務の実施状況

館では兼任や嘱託であり，約 1 割の館では館長が全く木 博物館の業務は，主に「学芸活動に関わる業務」と，

在である。また，延床面積との関係をみると，小規模な これを支える「管理・運営業務」からなっている。

館ほど館長の専任率が低い。 8 -1 学芸活動に関わる業務

②学芸職員20) 博物館の機能を果たす上で中心とな 学芸活動に関わる業務はく図← 15>の如く，各業務と

る学芸職員は 5 割強の館で専任者が不在であり，極め も学芸職員が多い館ほど実施率が高く，特に実施の有無

て問題がある。経営主体別にみるとく図-14>の如く， は，学芸職員の存否に大きく関係している。なかでも，

国立。都道府県立・財団法人立の館では学芸職員が比較 「公開講座等の企画」・「公開講座等での指導」ゃ「展

的多いが，宗教法人立・個人立・会社立等では学芸職員 示補助用具 25) の作製」・「図書スベースの運営・管理」

不在の館が大半を占めている。また，学芸職員数，総職 は実施率が低く，これらを行なうには，ある程度職員の

- 8 -
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延床面積と経首主体・開館年・立地都市規模の関係(調査 I による)
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く図ー10> 各用途別面積比と開館年・延床面積の関係(調査 I による)

ω展示面積比 @収蔵保菅面積比 @教育普及函積地 ④調査研究面積比 @管理面積比 @その他面積比
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<図ーll> 総専任職員数と延床面積の関係(調査 I による)
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く図ー 12) 職種別職員数(調査 I による)
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<図ー 13> 館長の勤務形態と延床面積の関係(調査 I による)
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く図ー 14> 学芸職員数と経営主体・開館年・立地都市規模・延床面積・総職員数の関係(調査 I による〕
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充実が必要であるといえよう。以下，業務別に述べる。 ③保全・保守. ["""館内清掃」はほぼ全館で行なわれて

①年間計画["""年間計画J はほとんどの館で行なわれ いるが，それ以外の実施率は総職員数との関係が大きい

ているが["""事業計画作成」すらない館が約1. 5 割あり 28) (,) 

これらの館では他の業務の実施率も低< ，問題がある。

②調査・研究["""調査・研究」は約 8 割の館で行なわ ゑ まとめ

れているが，学芸職員不在の館では特に実施率が低い。 本報告では，我が国の博物館に関する運営・施設状況

実施館中，研究専用スベースを所有する館は約 4 割で， の一端を明らかにした。

本格的な研究を行えない館も多いと思われる。 ここで特に指摘されるのは，施設規模や職員数などの基

@資料の保存・整理:各業務とも実施率は比較的高い 本的な面で極めて不十分な館が多く，在るべき博物館活

が["""資料の保存処理J 以外は学芸職員不在の館で実施 動を展開する上でも障害となっていると考えられる点で

率が低下する傾向がみられる。 ある。従って，これらの基本的な状況が改善されぬまま

④展示:展示業務 26) J はほとんどの館で行なわれて 行なわれている建築計画・設計の現状も，また不十分で

いる。しかし， ["""展示の企画J ， ["""資料貸借の交渉J は，あり，今後，これらの基本的問題を先ず改善することが

これより実施率が多少下がる。["""展示業務」を行なって 必要と考えられる。

いない館と「展示の企画」のないまま展示を行なう館は 謝辞本研究に御協力戴いた博物館職員の方々，並

合わせて 2 割強あり，これらの館では，展示内容が長期 ぴに，平野暁臣氏はじめ研究室の諸兄に深く感謝する次

間にわたってほとんど固定していると考えられる 27) G 第である。

⑤教育・普及["""利用者の質問への回答」は 9 割弱の

館で行なわれているが，回答のための専任職員を配置す 注

る館は 0.5 割しかない。「展示室での職員による解説」 1) 既存統計の代表的なものとしては，文部省が 3

は約 7.5 割の館で行なわれているが，このうち約 7.5 は

割は特に依頼された時しか解説していない。

8-2 管理・運営業務

管理・運営業務はく図ー 16>の如く，各業務とも総職

員数の多い館ほど実施率が高い。以下，業務別に述べる。

①事務["""事務一般」はほぼ全館で行なわれている。

@受付業務:いずれも特別展実施館の方が，また，有

料の館の方が実施翠が高く，展示事業の内容や入館料の

有無等，運営左の関わりが大きい左恩われる。

年おきに実施している「指定統計J (社会教育調査

報告書)や，日本博物館協会の「博物館白書」等が

ある。["""指定統計」は，説査対象が主主録博物館と博

物館相当施設に限られている点や，調査項目がごく

基礎的なものに限られている点，定義の不明確な館

種分類に基づいている点， しかも各館の判断で自館

の館積を決めている点等々の問題がある。["""博物館

白書J は，調査結果が基本的な単純集計に留まって

いる点や，館事n分類およびその決め方が「指定統計」

と類似した短所をかかえている点等の問題がある。(表- 6 ) r公立博物館の設置及び運営に関する基準J

( 1 館あたりの基準値) 2 ) 博物館法の定義では，博物館には，博物館・美

術館だけでなく，動物園・横物園・水族館等も含ま

れているが，資料に対し何らかの飼育を必要とする

これらの館は， ~草?ヰ・幸IJ月]の形態が特異なため，本

研究で句対象外とした。

(表ー 7 )基準J からみた調査票回収館の現状(調査 I による)

1\------三営主体
都道府以'Îi rtil瓦町村 ).'t(m ~I~ H、 ~ï.

及び m íE都市立 tl¥ rJi立を除 o (市区町村立の
(学芸 I隊員数 17人 (学芸 l隊員数 6入 「法iiI. J を
延床而紺 6000m') P正日ζ 而制 2000m') i!i.Hlした J.M合)

学芸職員数・ 1i1f.正 ïfiîM とも r :1，~i\!U を満たす市l 5館 (4.9%) 5 自白 (1.5%) 5制 (2.3%) 

~芸職員数のみ「都中 I 'å:泌たす向1 OMj (0.0%) 2釦 (0.6%) Z釦 (0.9%) 

低 n，而 fti のみ「基準」を泊先す飢 20j泊 (19.6$) 26飴 (7.9$) 31 飢 (14.0$)

「基地」を満たしてい在い飽 77飢 (75.5$) 298飢 (90.0指) 183釦 (82.8$) 

言i 102飽 (100.0必) 331飼い00.0$) 221 館 (100.0$)
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3) 多種多様な博物館について，
く図ー 15> 学芸活動に関わる業務の実施率(調査 H による)

その実態を適切に把握し，個々の

特性に応じた博物館運営や建築計

画を考察するためには，その特性

を適切に表わしうる博物館の分類

方法が必要である。しかし，博物

館の分類方法は，博物館学におい

ても未だ模索中であり，既存統計

資料が建築計画上も有効な資料と

なりえない原因のーっとなってい

る。従って，有効な資料を創り出

すためには，新たな博物館の分類

方法を種々検討する必要がある。

4 ) 従来の定義と内容の不明確な

館種分類に代わるもので，博物館

の所有資料や運営内容，利用状況

な Eにより新たな類型化を試みた

ものである。なお，本報告の各内 <図ー 16> 管理・運営業務の実施率(調査日による)

容項目とこの類型との関係は，続

報で詳述する予定である。

5) 1981 年現在，日本博物館協

会加盟の全館(ただし，動物園・

植物園・水族館等を除く〕。

6 ) 具体的な調査項目は，面積構

成，職員構成，開館状況，諸経費

の収支状況，資料の内容，展示事 凡例口州未満日ι町巴50..... 6明回ι70~困70-....8切圃80..... 90%画面山町

業実施状況，資料貸借状況，対外

交流状況，教育普及事業実施状況，利用者状況，増

改築状況，等々の 46項目である。

7) 具体的な調査項目は，利用者数・資料数の変動

状況，展示事業の詳細，収蔵室の状況，諸業務実施

状況と職能分担状況，等々の 16項目である。

8 ) 調査 I ・調査E の有効回答数が異なることと，

¥¥  業 務 内 容 実施率 1 総職/l散別央路事

。 50 lOO~ 0入'..0 3A]7入

管事務 事務 般 .1. .1. 
flll 受付 受付・案内 -・ -・-業務

広場券の販売 • I • 

-・
連 もぎ b -・
営保全監視 -・ el8 

業 瞥備
• I • .10 

務保守機械保守 -・ -・館内清掃 .1. .1. 

合を指す。なお表- 4 )で示した 118時代以降

閉館」の館数31館には 18 時丁度に閉館する館も

含まれているため，夜間関館実施館の館数14 館とは

一致していない。

13 ) この期間は<図 2>の如く，極小都市の開館

数が漸増しており，比較的延床面積の小さな舘が多

項目ごとに有効回答のみで集計・図示してあるため かったためと思われる。

項目ごとの回答数の合計は必ずしも一致していない。 14 ) 延床面積のうち，各用途別面積が占める割合。

9 ) 終戦前( 1945年以前)を I 期，終戦後~高度 15 ) この比率は，続報で詳述するが極めて不十分な

経済成長末期( 1946~1965年〉の 20年品世 E期 状態である。約 4. 5 割の館が，現在すでに収蔵能力

とし，それ以降はほぼ 5 年おきに開館年を区分した。 が不足状態であり，将来不足する館も含めると 8 割

続報も含めて，以後，開館年に関する記述はこの区 強の館で収蔵能力が不足状態になることが判明して

分に従う。 いる。

10) 続報も含めて，以後，博物館の立地都市規模に 16) 大規模な館ほど，食堂・喫茶店・売店等を所有

関する区分はこの表に従う。 する館が増え，機械設備・ロビー等も大型化するた

11 ) 公立・私立の区分は(表ー 1 )による。 めと恩われる。

12) 夜間開館とは， 18時以降も継続して開館する場 17) 専任の館長・学芸職員・事務職員・技術職員・
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その他の職員の合計人数を指す。

18 ) 教育委員会関係者，役所の社会教育担当者，神

社仏閣の神官僧職，学校職員，他の博物館の職員等

等で，本務が別にある職員を指す。

19) 兼任職員も含めた場合，職員不在の館は約 0.5

割に 2 人以下の館は約 3 割に減少する。

20) 1"学芸職員」とは，本研究では，博物館法に規

定する学芸員と，それに準ずる職員の総計を指す。

ただし，学芸員資格を持つ館長は学芸職員に含まな

い。また，以後，学芸職員とは専任の学芸職員のみ

を指す。

21) 館規模を表わす指標としては，この他に，利用

者数等もあるが，これらについては続報で詳述する

予定である。

22) 1"事務職員」とは，学芸職員を除き庶務・経理等

の事務に従事する職員を指し， 1"技術職員」とは，

学芸職員を除き博物館資料の保存・整理等に従事す

る専門的技術職員を指す。1"その他の職員」とは，

清掃・保安・販売等々に従事する職員を指す。

23) 問題点としては，①法的拘束力を持たない，

②資料内容，立地条件，館の活動内容，利用のきれ

方等の各館の性格と無関係に概念的に定められてい

る，③公立博物館についてのみ定めている，等身が

あげられる。

24) 例えば v期( 1976~1981 年〕開設の館で

は，都道府県立及び指定都市立で約 3 割，指定都市

以外の市区町村立で 2 割弱が「基準」の延床面積を

満たしている。

25) 展示に際し資料を補劫する用具，例えば，バネ

ノレ，展示台，アクセサリー，補助照明等を指す。

26) 開館以来，随時行なわれる特別展・企画展・常

設展等の実施を指す。従って，開館時の展示内容が

以降変わらないものは1"展示業務なし」としてい

る。

27) 学芸職員不在の資料館・記念館，観光地の小規

模館等である場合が多い。

28) 食堂・喫茶等の運営は外部に業務委託される場

合が多いため，ここでは省いである。
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